
議案第７１号

和光市情報公開・個人情報保護審査会条例等の一部を改正する条例を定めることに

ついて

和光市情報公開・個人情報保護審査会条例等の一部を改正する条例を次のとおり定める。

和光市情報公開・個人情報保護審査会条例等の一部を改正する条例

（和光市情報公開・個人情報保護審査会条例の一部改正）

第１条 和光市情報公開・個人情報保護審査会条例（平成１２年条例第５０号）の一部を

次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、改

正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当該

改正後部分に改める。

改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

（設置） （設置）

第１条 和光市情報公開条例（平成１２年条例第４
８号。以下「情報公開条例」という。）第１７条
第１項、個人情報の保護に関する法律（平成１５
年法律第５７号。以下「法」という。）第１０５
条第３項において準用する同条第１項及び和光市
議会の個人情報の保護に関する条例（令和４年条
例第 号）第 条第 項の規定による諮問（次条
及び第１１条において「諮問」という。）に応じ、
審査請求について調査審議するため、和光市情報
公開・個人情報保護審査会（以下「審査会」とい
う。）を設置する。

第１条 和光市情報公開条例（平成１２年条例第４
８号。以下「情報公開条例」という。）第１７条
第１項及び和光市個人情報保護条例（平成１２年
条例第４９号。以下「個人情報保護条例」という。
）第３１条第１項の規定による諮問（次条及び第
１１条において「諮問」という。）に応じ、審査
請求について調査審議するため、和光市情報公開
・個人情報保護審査会（以下「審査会」という。
）を設置する。

２（略） ２（略）

（定義） （定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語
の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ
る。

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語
の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ
る。

⑴ 実施機関 市長（水道事業及び下水道事業の
管理者の権限を行う市長を含む。）、教育委員
会、選挙管理委員会、公平委員会、監査委員、
農業委員会、固定資産評価審査委員会及び議会
をいう。

⑴ 実施機関 情報公開条例第２条第１項及び個
人情報保護条例第２条第４号に規定する実施機
関をいう。

⑵ 公文書 情報公開条例第２条第２項に規定す
る公文書をいう。

⑵ 公文書 情報公開条例第２条第２項及び個人
情報保護条例第２条第５号に規定する公文書を
いう。

⑶ 保有個人情報 法第６０条第１項又は和光市
議会の個人情報の保護に関する条例第 条第
項に規定する保有個人情報をいう。

⑷ 開示決定等 情報公開条例第１１条各項、法
第８２条各項、第９３条各項若しくは第１０１

⑶ 開示決定等 情報公開条例第１１条並びに個
人情報保護条例第２０条、第２８条第１項及び



（和光市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例の一部改正）

第２条 和光市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１６年条例第

１６号）の一部を次のように改正する。

条各項又は和光市議会の個人情報の保護に関す
る条例第 条第 項、第 条第 項若しくは第
条第 項の決定をいう。

第２８条の６第１項の決定をいう。

⑸（略） ⑷（略）

（審査会の調査権限） （審査会の調査権限）

第６条 審査会は、必要があると認めるときは、諮
問庁に対し、審査請求のあった開示決定等に係る
公文書又は保有個人情報の提示を求めることがで
きる。この場合においては、何人も審査会に対し、
その提示された公文書又は保有個人情報の開示を
求めることができない。

第６条 審査会は、必要があると認めるときは、諮
問庁に対し、審査請求のあった開示決定等に係る
公文書の提示を求めることができる。この場合に
おいては、何人も審査会に対し、その提示された
公文書の開示を求めることができない。

２（略） ２（略）

３ 審査会は、必要があると認めるときは、諮問庁
に対し、審査請求のあった開示決定等に係る公文
書に記録されている情報又は保有個人情報の内容
を審査会の指定する方法により分類し、又は整理
した資料を作成し、審査会に提出するよう求める
ことができる。

３ 審査会は、必要があると認めるときは、諮問庁
に対し、審査請求のあった開示決定等に係る公文
書に記録されている情報の内容を審査会の指定す
る方法により分類し、又は整理した資料を作成し、
審査会に提出するよう求めることができる。

４（略） ４（略）

（提出資料の写しの送付等） （提出資料等の閲覧等）

第９条 審査会は、第６条第３項若しくは第４項又
は前条の規定による意見書又は資料の提出があっ
たときは、当該意見書又は資料の写し（電磁的記
録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によ
っては認識することができない方式で作られる記
録であって、電子計算機による情報処理の用に供
されるものをいう。以下この項及び次項において
同じ。）にあっては、当該電磁的記録に記録され
た事項を記載した書面）を当該意見書又は資料を
提出した審査請求人等以外の審査請求人等に送付
するものとする。ただし、第三者の利益を害する
おそれがあると認められるときその他正当な理由
があるときは、この限りではない。

第９条 審査会は、審査請求人等から審査会に提出
された意見書又は資料（電磁的記録（電子的方式、
磁気的方式その他人の知覚によっては認識するこ
とができない方式で作られる記録であって、電子
計算機による情報処理の用に供されるものをいう。
以下この項において同じ。）にあっては、当該電
磁的記録に記録された事項を記載した書面）の閲
覧又はその写しの交付の申出があったときは、第
三者の利益を害するおそれがあると認めるときそ
の他正当な理由があるときを除き、その閲覧をさ
せ、又はその写しの交付をすることができる。

２ 審査請求人等は、審査会に対し、審査会に提出
された意見書又は資料の閲覧（電磁的記録にあっ
ては、記録された事項を審査会が定める方法によ
り表示したものの閲覧）を求めることができる。
この場合において、審査会は、第三者の利害を害
するおそれがあると認められるときその他正当な
理由があるときでなければ、その閲覧を拒むこと
ができない。

３ 審査会は、第１項の規定による送付をし、又は
前項の規定による閲覧をさせようとするときは、
当該送付又は閲覧に係る意見書又は資料を提出し
た審査請求人等の意見を聴かなければならない。
ただし、審査会が、その必要がないと認めるとき
は、この限りでない。

２ 審査会は、前項の閲覧をさせ、又は同項の交付
をしようとするときは、当該閲覧又は交付に係る
意見書又は資料を提出した審査請求人等の意見を
聴かなければならない。ただし、審査会が、その
必要がないと認めるときは、この限りでない。

４ 審査会は、第２項の規定による閲覧について、
日時及び場所を指定することができる。

３ 審査会は、第１項の閲覧について、日時及び場
所を指定することができる。

４ 第１項の交付に係る手数料の額は、和光市手数
料条例（平成１２年条例第１６号）の定めるとこ
ろによる。



次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、改

正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当該

改正後部分に改める。

改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

（和光市情報公開条例の一部改正）

第３条 和光市情報公開条例（平成１２年条例第４８号）の一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、改

正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当該

改正後部分に改める。

改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

（秘密保持義務） （秘密保持義務）

第１２条 指定管理者又はその管理する公の施設の
業務に従事している者（以下この条において「従
事者」という。）は、個人情報の保護に関する法
律（平成１５年法律第５７号）の規定の趣旨にの
っとり、個人情報が適切に保護されるよう配慮す
るとともに、当該公の施設の管理に関し知り得た
秘密を他に漏らし、又は管理業務以外に使用して
はならない。指定管理者の指定の期間が満了し、
若しくは指定を取り消され、又は従事者が職務を
退いた後においても、同様とする。

第１２条 指定管理者又はその管理する公の施設の
業務に従事している者（以下この条において「従
事者」という。）は、和光市個人情報保護条例（
平成１２年和光市条例第４９号）の規定の趣旨に
のっとり、個人情報が適切に保護されるよう配慮
するとともに、当該公の施設の管理に関し知り得
た秘密を他に漏らし、又は管理業務以外に使用し
てはならない。指定管理者の指定の期間が満了し、
若しくは指定を取り消され、又は従事者が職務を
退いた後においても、同様とする。

改正後 改正前

（公文書の開示義務） （公文書の開示義務）

第７条 実施機関は、開示請求があったときは、開
示請求に係る公文書に次の各号に掲げる情報（以
下「不開示情報」という。）のいずれかが記録さ
れている場合を除き、開示請求者に対し、当該公
文書を開示しなければならない。

第７条 実施機関は、開示請求があったときは、開
示請求に係る公文書に次の各号に掲げる情報（以
下「不開示情報」という。）のいずれかが記録さ
れている場合を除き、開示請求者に対し、当該公
文書を開示しなければならない。

⑴～⑷（略） ⑴～⑷（略）

⑸ 市の機関又は国、独立行政法人等若しくは他
の地方公共団体が行う事務又は事業に関する情
報であって、公にすることにより、次に掲げる
おそれその他当該事務又は事業の性質上、当該
事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそ
れがあるもの

⑸ 市の機関又は国、独立行政法人等若しくは他
の地方公共団体が行う事務又は事業に関する情
報であって、公にすることにより、次に掲げる
おそれその他当該事務又は事業の性質上、当該
事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそ
れがあるもの

ア 監査、検査、取締り、試験又は租税の賦課
若しくは徴収に係る事務に関し、正確な事実
の把握を困難にするおそれ又は違法若しくは
不当な行為を容易にし、若しくはその発見を
困難にするおそれ

ア 監査、検査、捜査、取締り又は試験に係る
事務に関し、正確な事実の把握を困難にする
おそれ又は違法若しくは不当な行為を容易に
し、若しくはその発見を困難にするおそれ

イ～オ（略） イ～オ（略）



附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の日前に和光市個人情報保護法施行条例（令和４年条例第 号）附則

第２条の規定による廃止前の和光市個人情報保護条例（平成１２年条例第４９号）第３

１条第１項の規定による諮問がされた場合における第１条の改正規定による改正前の和

光市情報公開・個人情報保護審査会条例に規定する調査審議については、なお従前の例

による。

令和４年１１月２４日提出

和光市長 柴﨑 光子

提 案 理 由

個人情報の保護に関する法律の改正等に伴い、個人情報保護制度との均衡を図ることを

目的として、関係条例の規定の整備等を行うため、地方自治法第９６条第１項第１号の規

定により、この案を提出するものである。

⑹・⑺（略） ⑹・⑺（略）


